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「原発がん増加否定」報告

を引き起こす一因になった大新聞も、ようや
く冷静になってきたかと思われます。しかし、
各国の放射線医学の専門家ら約 90 人もが参
加して評価したUNSCEARのせっかくの福島
安全宣言も、１面トップではなく３面以下の
ベタ記事でしたから、風評被害や離散・分断
被害の解消には余り役立たなかったのではな
いかと思えます。
また、同じ 27 日の『読売新聞』の環境欄

のコラムにも、「福島の住民被曝量低い」とい
う、チェルノブイリ原発事故の健康影響を研
究する国際機関「チェルノブイリ・ティシュー・
バンク」所長でインペリアル・カレッジ・ロ
ンドン教授（分子病理学）のジェリー・トー
マスさんの次のような話が掲載されました。

＜まず、わたしたちは普段から多くの毒
物に囲まれて生活している。放射線物質はそ
の一つにすぎない。検知されたから、すぐに
危険ということではない。英国では放射線の
60％は自然界から受ける。人工的に生み出
された放射線からの被曝は 16％で、その大
半はレントゲンなどの医療分野に起因する。
医療用CTスキャンの被曝量は 10㍉ Sv。発
がん率が上昇する可能性があるのは 100㍉
Sv と言われている。これを下回れば、発が
ん率に有意な差は見られない。がんは放射線
以外にも様々な原因があるためだ。
広島原爆で多くの命を奪ったのは放射能

と思われているが、実際は爆発による熱エ
ネルギーだった。爆心地から 1.5km以内で
被曝した人の寿命は 2.6 年短いことが調査
でわかったが、喫煙や肥満の方が寿命に与
える影響は大きい。
福島では、旧ソ連チェルノブイリ原発事

故に比べて避難が早く、汚染された食物も
流通から外された。チェルノブイリに比べ
れば被曝量は非常に低い。当初心配された
状況になっていないという事実を、きちん
と認識することが重要だ。＞
現地に足を運べずとも、福島への支援活動

はできます。その中で最も必要・効果的な活
動が「福島の住民被曝量は低い」という事実
を人々に伝えること。「福島は危険ではない」
との世論を形成して、風評被害や離散・分断
被害の撲滅に尽力することだと思う次第です。

６月２日、東京大学仏教青年会ホールで、
宗教者災害支援連絡会の情報交換会が開か
れ、平澤勇一天理教福島教区長の「いわき市
での天理教の長期的支援―震災・原発被災に
直面して～いわきひのきしんセンターの活動
～」と題しての講演がありました。
平澤教区長は、東日本大震災発生以来の天

理教の救援活動が、教団の全組織を通じて重
層的に行われ、今もなお、教内の様々なグルー
プによる瓦礫除去、除染―草刈、仮設住宅で
の心のケアなどの支援活動が継続しているこ
とを紹介して、参加者に多くの感銘を与えま
した。そして、加えて、現地での原発事故に
よる風評被害と血縁・地縁の離散・分断被害
の内実は大変深刻であり、地域住民と避難住
民の多くの人が心身に大きな打撃を受けてい
ると報告しました。
さて、この講演に先立つ５月 27日、『読売

新聞』の朝刊で「福島県民の甲状腺被曝線量
―チェルノブイリの 1/60 以下」という見出
しで次のような記事が掲載されました。
【ジュネーブ＝石黒穣】＜東京電力福島
第１原子力発電所事故で放出された放射
線物質による住民の被曝について、「原子
力放射線の影響に関する国連科学委員会」
（UNSCEAR）による評価報告書案が 27日
判明した。福島県民の甲状腺被曝線量は、
旧ソ連・チェルノブイリ原発事故（1986 年）
の 60分の 1以下で、現在の調査で見つかっ
ている甲状腺がんの患者数は「被曝と無関
係に発生する割合」だとしている。＞
また、『毎日新聞』は６月１日の朝刊で、「福

島原発がん増加否定―国連委事故被ばく影響
調査」という見出しで、読売と同じ内容の記
事を掲載しています。
【ウイーン＝樋口直樹】＜国連科学委員
会のバイス議長が、甲状腺がんが「今調査
で推計された被ばく線量によって増えるこ
とはない」と言明。福島県が未成年者を対
象に行った甲状腺検査で多数の受診者から
小さな嚢胞などが見つかった点については
「香港や韓国でも同様の事例が多くみられ
る。原因は不明だ」と述べた。＞
人々に放射能汚染の過度の恐怖心・トラウ

マを植え付けて、風評被害や離散・分断被害
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